





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































（注）　最二小判平成20年（2008年） 4月25日（刑集62巻 5 号1559頁，判例時報2013号
156頁）。
ところが，この記事⑩においては，差し戻された東京高裁が，平成21年
（2009年） 5月に，破棄された原審の判断と同様に，心神耗弱であるいう
判決を出し，いわば最高裁と対立した判断を示したことを詳しく紹介して
いる（注）。
（注）　東京高裁平成21年（2009年） 5月25日判決（判例時報2049号150頁）。
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とりわけ，この高裁判決が，「責任能力は，犯人に対する非難可能性で
あり，共同社会あるいは一般人の納得性を考えて，規範的に捉えるべきで
ある。したがって，固定的，絶対的に捉えるのは相当でなく，時代の推移，
社会の流れの中で変容する可能性がある。裁判員に意見を求める意義もこ
の点にある。」と言及したことを紹介している。
たしかに，責任能力は，規範的，法律的な判断であり，精神鑑定はあく
まで一つの資料でしかない。しかし，裁判員裁判では，大きなつまずきの
石たりうるのではなかろうか。
なお，「米国では，こうした抗弁を廃止している州もあるし，英国でも
責任無能力の成立範囲は，是非善悪の弁識能力だけと，狭い。日本の刑法
39条が絶対的とは思わない」といった識者の意見も紹介している。
以上，この記事について詳しく紹介したが，実に，問題の核心をついた
良い企画であると思う。
施行 3年後の裁判員法の見直しには，その制度自体の見直・是正も当然
必要であろうが，同時に，刑法規定の見直しも必要になるのではなかろう
か（注）。
（注）　ごくポピュラーな新書判の図書で，刑事法・刑事学の分野のみならず多彩な角度
から議論をしているものとして，呉智英・佐藤幹夫共編著「刑法39条は削除せよ！
是か非か」（洋泉社）がある。
Ⅳ　量刑，とりわけ死刑求刑事件―当然の報いとは思いつつ
すでに起訴された事件の中にも，死刑求刑が予想されるケースがあるよ
うであるが，死刑制度が廃止されないかぎり，今後も，かならず存在する。
私が，裁判官の時に二審の東京高裁の裁判長として関与したケース（平
成12年《2000年》 1月24日判決）が， 7年余を経た平成19年（2007年）12
月 7 日になって執行された。鳩山邦夫法務大臣が死刑執行を数多く命じて，
某有名新聞のある欄で「死神」と揶揄された確定判決の中の 1つである（注）。
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（注）　判決は，東京高裁平成12年（2000年）1月24日判決（判例タイムズ1055号294頁）
これが，先のⅠで紹介した，私が関与して自白の任意性・信用性を否定
して無罪としたケースとともに，毎日新聞朝刊で連載されたコラム記事
「正義のかたち」の 1つとして，平成20年（2008年） 3月27日に私の顔写
真とともに記事にされた。また，その後，平成21年（2009年）10月に出版
された読売新聞社会部著の「死刑」（中央公論新社）で，再び詳しく紹介
された。
この事件は，少年院仲間 2名と，交際を断られた少女とその家族 3名の，
合計 5人を殺害したケースであるから，当然の判決と思いながら，現実に
執行されたと知って決して冷静ではいられなかった。
裁判官の職責を担うに当たり，当然の義務として，覚悟している私で
もこうである。一般市民から選ばれた裁判員であれば，なおさらであろう。
事後のケアーをどうするか，具体的な検討が必要であろう。
死刑制度については，様々な議論がある。しかし，国会が法改正しない
限り，ケースによっては，宣告をせざるを得ない。法を執行する最高責任
者である法務大臣は，きちんとその職責を果たすとすれば，執行を命ずる
ことは当然である。こうしたことを正面からとりあげず，法に従い執行を
命じた法務大臣を揶揄する，一部マスコミに対しては怒りを禁じえない。
Ⅴ　裁判員の秘密やその安全確保―セキュリティは大丈夫か
こうした目的のため，裁判員法では，その第 6章の「裁判員等の保護の
ための措置」において，裁判員を特定する情報の取扱い（101条）や裁判
員への接触の規制（102条）などを定めている。さらに，裁判員への威迫
行為や裁判員の氏名等の漏示については，刑罰をもって防止しようとして
いる（107条，109条）。
また，裁判員制事件でも，事案によっては，裁判官のみで審理すること
としている（ 3条）。
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だが，具体的事件が起こってからでは遅い。セキュリティをどう確保す
るか，真剣な検討が必要である。
Ⅵ　女性の性暴力被害者の秘密保持―裁判員を通じて漏れる心配が
性暴力被害者は，当の被害の上に，警察・検察の捜査での糾問，裁判で
の証人になっての反対尋問，と，複数の事後的被害に遭う可能性がある。
また，被害自体が秘密にしたい個人的重大情報である。これが裁判を通じ
て世間に知られた場合は，決定的な打撃となる。　
この関係で，裁判員制での固有の問題としては，裁判員を通じて，性被
害者の氏名等が知られて，さらなる被害を重ねる結果を招くのではないと
いう点である。
都会と違い，地域社会での人のつながりの濃い地方では，特に深刻な問
題として意識され，裁判員制理解の大きな足かせになりかねないのである。
現に鹿児島県では，県議会等で問題になり，意見書が採択されてもい
る（注）。
（注）　南日本新聞連載の「かごしま裁判員制度」のうち，平成21年《2009年》 7月29日
掲載記事「性暴力被害の行方」⑤保護当事者視点の対策を　の記事。
　　　なお，この記事の中で，私は，「制度が始まるまでに裁判への参加を望む被害者
の視点はあったが，裁判に関与したくない被害者の視点が足りなかったのでは」と
分析し，「性暴力被害者は警察や検察で根掘り葉掘り調べられたうえ，法廷で証言
すれば弁護人の厳しい反対尋問に遭う。二重三重に被害を受ける」と，これまでの
裁判でも被害者が厳しい立場に置かれてきたことを強調し，「現状では，裁判への
市民参加と性暴力被害者の保護を完ぺきに両立させることは難しいだろう」と指摘
した。
裁判所や法務省・検察など，制度運用をつかさどる当局も，このような
心配を十分に意識し，裁判員選定の際には，こうした事柄を配慮するよう
にしているようであるが，やや弥縫的で，不安はぬぐえない。
こうした点を含め，そもそも「裁判員対象事件をどうするか」といった
根本的問題を含め，制度の足を引っ張りかねない陰の部分の手当てについ
26
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ては，今後さらに検討されるべきであろう。
Ⅶ　被害者の権利保護と裁判への関与，報復司法への傾斜
　　―被害者の報復への過度の傾斜
従来，刑事裁判において，被害者あるいはその遺族は，犯行状況や量刑
事情を知るための資料として，証言を求められたり，あるいはその供述調
書が証拠として取り調べられるだけであった。いわば，受身の存在でしか
なかった。
ところが，平成19年（2007年）6月に「犯罪被害者等の権利利益保護法」
が成立し，裁判員法の施行前である平成20年（2008年）12月から実施され
た。これによって，①被害者等の氏名等の情報保護制度，②損害賠償命令
制度，それと，③被害者等が刑事裁判に参加する制度がそれぞれ創設され
た。
このうち，特に③の被害者参加制度は，刑事裁判の目的，内容が，従来
の国家による公的な刑事責任の究明というよりは，犯罪被害者による報復
的な責任追及という色彩を帯びざるを得なくなった。
ところで，犯罪被害者については，犯罪学，刑事学において，「被害者
学―ビクティモロジー」として，関心の対象になっていた（注）。　
（注）　拙著「被害者をめぐる諸問題―ビクティモロジー」昭和42年（1967年）12月「司
法研修所創立20周年記念論文集第 3巻283頁
当時の被害者学は，犯罪における被害者の役割を冷静に分析するもので
あった。ところが，近年の被害者学は，大きく変容し，犯罪被害者の被害
回復，権利保護を強調するものとなり，平成12年（2000年）の「犯罪被害
者保護関連二法」，さらに進んで，先の平成19年（2007年）の「権利利益
保護法」へ連なる運動主張となっている。
確かに，被害者に何の落ち度もない，大量殺人事件など，理不尽な事件
の発生がこうした主張を後押したと思われる。
ただ，これが行きすぎると，裁判員制とあいまって（注），刑事裁判を報
裁判員制
27
復司法化しかねない危険性が大であることは指摘しておいてよいであろう。
犯罪者と被害者の和解を目指す修復的司法論には，良い点も難点もあって
無条件に支持できないが，いずれにせよ，この立場からの反発・批判は当
然であろう。
真の正義の刃は，抑制的に振るわれるべきである。
（注）　傾向として，裁判員制での量刑は重くなっているようである。
⑶　公判前整理手続，区分事件審理―プロへのハードル
「公判前整理手続」は，裁判員法成立と同じ平成16年（2004年）に，刑
事訴訟法が改正されて導入された制度で，裁判員制の事件では必ず行われ
るが，一般の事件でも可能である。
これは，正式な公判審理の前に，期日を開くなどして，裁判官，検察官，
弁護人，それに，時には被告人が出頭し，公判への準備をする制度である。
争点を絞り，証拠を整理するのが目的であるが，公判審理に似た部分があ
るので，公開でなく行われるミニ裁判とも言われる。
ただ，争点や証拠の整理に当たっては，日本においては，実体的真実主
義をとっており，司法取引などの制度は採用しておらず，また，争いのな
い犯罪についても立証が不要となるわけでないので，整理に関する裁判官
の腕をふるう場面には限界がある。結局，裁判官の説得力がカギになろう。
「区分事件審理」は，被告人が複数の事件について起訴された場合に，
これを併合して順次審理をして行くと，オオム真理教教祖の事件のように，
長期間の時間を要する。しかし，裁判員を長期間，裁判のために拘束する
ことはできない。そこで，考えられたのが，事件を分けて，個別に審理し，
最後に併合して，併せて刑を言い渡すこの制度である。多数事件をどのよ
うに仕分けるかは，裁判官の役割であるが，そのためには，相当の眼力が
要求されよう。
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本稿の終わりに―これからが始め
本稿のベースは，私が教壇を去るにあたり，機会を与えられた，法学部
学術研究会（平成22年《2010年》 2月 9日開催）での講演である。また，
市民へ開放された公開講座での講義内容も，混じっている。この市民講座
では，むしろ，市民の方々の，辛口の意見を聞かせてもらって大いに参考
になった。
「裁判官は，世間知らず」と，よくいわれる。確かに，裁判官となった
からには，誤解を招かないよう，交友や交際などには，気をつけており，
その意味での世間は狭いであろう。しかし，世俗への興味，関心，批判は，
むしろ強烈であるといってよい。
裁判に際しては，黒の法服を身につける。黒は，何ものにも染まらない
最後の色である。しかし，腹の中は真っ白で，法廷では，適正に出された
証拠について，理解し吸収しようと努力している。反面，一種腹黒い批判
精神も常に忘れまいとしている人種である。検察官に対しても，被告人に
対しても，また，弁護人に対しても，はたまた，証人にも，一般傍聴者の
反応についても，真実かどうか，懐疑的に，欲深く注意を払っている。常
に規範を意識し，なれ合いを拒否している。
裁判所というところは，伝統的に，組織ぐるみで，こうした裁判官の
在り方を守ろうとしてくれる。その意味では，「世間とはあえてなじまず，
なれ合わず」なのである。私は，これを「いい意味の世間知らず」である
と胸を張っている。
裁判員は，一般市民で，こうはいかない。しかし，それぞれ懸命に生き
ている人々である。こうした人々が，犯罪を身近かつ冷静に眺める数少な
い機会を与えられれば，それぞれ，立派な規範者として行動することが期
待される。裁判員制は，こうした人々と，「いい意味での世間知らずの」
裁判官との，よきコラボレーションを期待する制度なのである。生んだ以
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上は，よき制度として大成するよう，皆で，力と知恵を出すべきではなか
ろうか。
完　
